
 
研究制度評価個票（事前評価） 

 

研究制度名 みどりの食料システム戦略実現技

術開発・実証事業のうち農林水産

研究の推進のうちアグリバイオ研

究（拡充） 

担当開発官等名 研究企画課 

研究開発官（基礎・基盤、環境）室 

連携する行政部局 消費・安全局畜水産安全管理課 

水産庁増殖推進部研究指導課 

水産庁増殖推進部栽培養殖課 

研究期間 拡充課題はＲ５～Ｒ９の５年間 

 

  

総事業費 拡充分4.0億円（見込） 

 

研究制度の概要 

 ＜委託プロジェクト研究全体＞ 

農林水産業・食品産業の生産力と競争力の強化、食による健康寿命の延伸を達成するため、農林水産

業の競争力の源泉となる品種開発に不可欠な遺伝資源の充実、地域資源や未利用資源のさらなる活用に

よる持続可能なグリーンバイオ産業の創出、養殖業における魚類疾病対策の強化、農産物の免疫機能等

への効果の解明や食生活適正化による健康に良い食の実現に向けた研究を実施する。 

 

＜課題①：ブリ等の人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リスクに対応するための効果的な抗菌

剤使用法の開発（水産分野における疾病対策強化プロジェクト内で実施）（新規：令和５～９年度）＞ 

ブリ等の養殖における人工種苗（※１）の普及を着実に進めるうえで必要となる疾病対策を強化する

ため、魚類病原細菌の薬剤耐性獲得メカニズムを解明し、養殖漁場の環境中に存在して薬剤耐性の獲得

にかかわる遺伝子の検出技術を開発することで、当該遺伝子の有無を指標に適正な抗菌剤（※２）を選

択するための技術を開発する。加えて、抗菌剤を餌に混ぜて経口投与する際に、魚が食べやすい成分の

検討や抗菌剤が水中で散逸しない添加方法を開発するとともに、数理モデルに基づく感染シミュレーシ

ョンを用いて最適な投薬間隔や回数等を解明することで効果的な抗菌剤の使用法を提示する。なお、本

研究では魚類の重大疾病であるブリ類のレンサ球菌症（※３）をモデルとして技術開発を推進する（ブ

リ類のレンサ球菌症による年間の魚病推定被害額は約25億円）。 

 

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（５年度目末）の目標 最終の到達目標 

 

 

ブリ等の人工種苗の普及により顕在化する新たな疾

病リスクに対応するための効果的な抗菌剤使用法の

開発（令和９年度終了） 

 

・水産分野における薬剤耐性菌株の出現・増加を抑

制する適正な抗菌剤の選択技術の開発 

・抗菌剤を効果的に使用するための新規技術２種以

上の開発 

 

２．事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（Ｒ１２年） 

＜ブリ等の人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リスクに対応するための効果的な抗菌剤使用法

の開発＞ 

・ワクチンによる予防策との総合的対策により、薬剤耐性菌株の出現・増加を抑制し、ブリ類のレンサ

球菌症による年間の魚病被害額約25億円を低減（他の細菌感染症への応用を図ることで、将来的には

養殖業全体における魚病推定被害額約103億円のうち細菌感染症による被害額約70億円を低減） 

・人工種苗の普及・生産拡大が着実に進むことで、ブリ養殖における人工種苗比率を現状の約１割から

３割に向上 

 

 

【項目別評価】 

 １．農林水産業・食品産業や国民生活のニーズ等から見た研究制度の重要性 ランク： Ａ 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

 国内外において水産資源の状況が不安定となる中、計画的かつ安定的に生産できる養殖への期待が高

まっている。こうした状況をふまえ、我が国では、新たな「水産基本計画」（令和４年３月閣議決定）

に基づき、養殖による水産物の安定的な国内供給を図りつつ、生産から販売に至るマーケットイン型養

殖業への転換や海外への輸出拡大等に取り組むことで、養殖業の成長産業化への歩みを着実に進めるこ

ととしている。我が国の主要な養殖対象魚種である二ホンウナギ、クロマグロ、ブリ等の養殖では、自

然海域で採捕される稚魚を養殖用原魚として利用しているため、養殖生産が不安定であるとともに、天

然資源への過剰な負荷となる可能性が危惧される。このため、農林水産省は「みどりの食料システム戦

略」（令和３年５月策定）の中で、2050年までに二ホンウナギ、クロマグロ、ブリ等の養殖において人

工種苗比率100%を実現し、持続可能な養殖生産体制の構築を目標の一つに掲げたところである。しかし

、人工種苗を活用した養殖への転換に伴い、卵から稚魚まで飼育する新たな養殖工程が加わることで、

病気に弱い稚魚の飼育期間が長くなるため、細菌感染症の発生件数の増加が懸念されている。特に、予

防策としてのワクチンが未開発あるいは有効性が低い場合には抗菌剤が使用されるため、抗菌剤使用量

の増加によって薬剤耐性菌株が出現・増加し、養殖被害のさらなる拡大が想定される。以上のことから

、人工種苗の普及を着実に進め、それによる増産を通じて養殖業の成長産業化を実現するためには、予

防（ワクチン）と治療（抗菌剤）による総合的な疾病対策をさらに強化することが不可欠であり、本研

究ではこのうち未着手となっている治療策としての抗菌剤の効果的な使用法を開発するものであること

から、重要な取組である。 

 

②研究の科学的・技術的意義（独創性、革新性、先導性又は実用性） 

 本研究で取り組む適正な抗菌剤の選択技術の開発は、これまで未解明であった魚類病原細菌の薬剤耐

性獲得メカニズムをバイオ技術等を用いて解明し、その基礎知見に基づいて耐性菌の有利な環境（選択

圧（※４））にならない適正な抗菌剤の選択技術を開発しようとする新しい試みであることから、独創

性・革新性が高い取組である。本技術は、漁場環境中の耐性獲得に関わる遺伝子の有無を指標に用いる

ことで適正な抗菌剤選択を可能とするものであるが、耐性遺伝子の検出は環境DNA等を用いたPCR法によ

り迅速かつ簡便に実施できる技術を想定しているため、実用性の高い技術である。また、抗菌剤の使用

はこれまで生産者の勘と経験に基づいて行われており、過剰量の投薬などの不適切な使用事例が多くみ

られたことから、科学的根拠に基づいた効果的な使用法を開発する本研究は他の魚類疾病対策のモデル

的取組となるため先導性・実用性が高い。 

 

２．国が関与して研究制度を推進する必要性 ランク： Ａ 

①国自ら取り組む必要性 

本研究で開発する技術は、抗菌剤の使用を指導する立場にある魚類防疫員（※５）や獣医師、あるい

はそれらを通じて抗菌剤のユーザーとなる生産者に活用されることで、養殖業における疾病対策の強化

に資するものであり、本研究の受託者自らが裨益するものではないため、民間企業が単独で実施するこ

とは難しく、国が主導して取り組むべき課題である。また、水産分野における薬剤耐性菌株の出現・増

加は人の医療にも影響を及ぼすリスクがあるため、2016年に国が策定した「薬剤耐性対策アクションプ

ラン」に基づき、国が主導して水産分野の薬剤耐性対策に取り組む必要がある。 

 

②他の制度との役割分担から見た必要性 

 本制度は、農林水産業の生産力向上と持続性の両立の実現に向けた「みどりの食料システム戦略」が

2050年までに目指す姿からバックキャストした技術的課題のうち、バイオ技術等の先端技術を駆使し、

国が主導して取り組むべき重要な研究開発を推進するものであることから、必要性が高い。 

 

③次年度に着手すべき緊急性 

農林水産省は、ブリを輸出重点品目の一つに指定し、ブリの輸出額を2030年までに1,600億円とする

目標を掲げており、その達成に向けて養殖生産量を現在の1.5倍以上に増大する計画を進めている。ブ

リ養殖は天然海域で採捕された稚魚を養殖用原魚に利用しており、生産拡大に伴う天然資源への過剰な

負荷となる可能性があるため、養殖の生産力強化にあたって人工種苗を活用した持続的生産体制への転

換が急務の課題となっている。このため、ブリ人工種苗の生産技術に関するこれまでの委託プロジェク

ト研究の成果をふまえ、水産庁の主導によりブリの人工種苗を生産する担い手の確保や施設の拡充を進

めているところである。しかし、人工種苗の普及に伴い病気に弱い稚魚の飼育期間が長くなることや養

殖生産量の拡大により、細菌感染症による養殖被害の拡大が懸念されている。したがって、人工種苗の

普及を着実に進めるうえで疾病対策の強化が喫緊の課題となっており、本研究の緊急性は高い。 

 



 
３．研究制度の目標（アウトプット目標）の妥当性 ランク： Ａ 

①研究制度の目標（アウトプット目標）の明確性 

 研究目標（アウトプット目標）は、以下の通りであり、定量的で明確性が高い。 

・水産分野における薬剤耐性菌株の出現・増加を抑制する適正な抗菌剤の選択技術を開発 

・抗菌剤を効果的に使用するための新規技術２種以上を開発 

 

②研究制度の目標（アウトプット目標）とする水準の妥当性 

 アウトプット目標の「薬剤耐性菌株の出現・増加を抑制する適正な抗菌剤の選択技術」は、養殖漁場

の環境水等から耐性獲得に関わる遺伝子を検出し、当該遺伝子の有無を指標に適正な抗菌剤を選択する

技術を想定している。水産分野では、適切な抗菌剤使用を図るため、生産者が抗菌剤を購入する場合に

、魚類防疫員や獣医師の病理診断に基づいて発行される使用指導書（処方箋）の提示を必要とする体制

を整備している。このため、魚類防疫員や獣医師が耐性菌株の選択圧にならない抗菌剤を選択する技術

を確立できれば、生産者は適正な抗菌剤を使用することが可能になり、薬剤耐性菌株の出現・増加の抑

制が期待できる。「抗菌剤を効果的に使用するための新規技術２種以上の開発」は、例えば、抗菌剤を

含む餌でも魚が食べやすい成分の検討や魚が食べるまでの間に抗菌剤の水中への散逸を防ぐための展着

剤（※６）等を用いた薬剤添加方法の開発、さらに感染症シミュレーション等を用いた最適な投薬回数

や間隔等の解明を想定している。こうした技術は、必要量の抗菌剤を確実に魚体内に届けるとともに、

科学的根拠に基づく効果的な抗菌剤使用法を提示することができるため、養殖現場に普及することで生

産者が必要最小限の量で抗菌剤を使用することが可能となり、耐性菌株の出現・増加を抑制し、ひいて

は細菌感染症による養殖被害の低減につながるものと期待される。以上のことから、設定した研究目標

は問題解決につながる十分な水準である。 

 

③研究制度の目標（アウトプット目標）達成の可能性 

 本研究では、人などの病気を引き起こす細菌等の既知情報を活用し、ブリ類のレンサ球菌数十株以上

の全ゲノム解析を行うことで、魚類病原細菌の耐性獲得に関わる遺伝子を効率的に探索する。また、効

果的な抗菌剤使用法の開発に関して、新型コロナウイルス感染症を契機に数理モデルを用いた感染症シ

ミュレーションの様々な解析手法が考案されていることから、これらの例を参考にすることで効率的な

研究推進が可能である。以上のことから、本アウトプット目標の達成の可能性は高い。 

 

４．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の明確性 ランク： Ａ 

①社会・経済への効果（アウトカム）の目標及びその測定指標の明確性 

 アウトカム目標及び測定指標については、以下の通りであり、定量的で明確性が高い。 

・ワクチンによる予防策との総合的対策により、薬剤耐性菌株の出現・増加を抑制し、ブリ類のレンサ

球菌症による年間の魚病被害額約25億円を低減（他の細菌感染症への応用を図ることで、将来的には

養殖業全体における魚病推定被害額約103億円のうち細菌感染症による被害額約70億円を低減） 

・疾病対策の強化により、人工種苗の普及・生産拡大が着実に進むことで、ブリ養殖における人工種苗

比率３割を達成（現在約１割） 

 

②研究成果の活用方法の明確性（事業化・実用化を進める仕組み等） 

 水産分野における抗菌剤の適切な使用を図るため、生産者は抗菌剤の購入の際に、魚類防疫員や獣医

師が発行する使用指導書（処方箋）を提示しなければならないことや、抗菌剤の使用にあたって魚類防

疫員等から指導を受ける体制を整えている。このため、適正な抗菌剤の選択技術や効果的な使用法をマ

ニュアル化し、魚類防疫員や獣医師を対象とした既存の研修会等で周知徹底を図ることで、抗菌剤のユ

ーザーとなる生産者に対して研究成果の確実な実装が期待できる。また、適正な抗菌剤選択に資する薬

剤耐性遺伝子の検出技術は都道府県の水産試験場に配置されている魚類防疫員が活用することを想定し

ているが、本技術は既存の実験機器で分析が可能であり実用性が高いことに加え、得られた情報は魚類

防疫員と獣医師の既存の連絡体制を通じて共有することが可能であるため、研究成果を十分に実用化で

きる。 

 

５．研究制度の仕組みの妥当性 ランク： Ａ 



 
①制度の対象者の妥当性 

 本制度は、農林水産政策上の重要な研究のうち、我が国の研究勢力を結集して総合的かつ体系的に推

進すべき課題や多大な研究資源と長期的視点が求められる個別の研究機関では担えない課題に対する研

究開発を推進していることから、研究機関を中核としつつ、農林漁業者等、民間企業、地方公共団体、

普及組織等で構成する研究グループを対象者としており、妥当である。 

 

②進行管理（研究課題の選定手続き、評価の実施等）の仕組みの妥当性 

「みどりの食料システム戦略」が2050年までに目指す姿からバックキャストした技術的課題に対し、

農林漁業者等のニーズをふまえつつ生産振興部局等と連携して明確な研究目標を定めたうえで、個別の

研究課題を設定している。採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター、プログラムオフ

ィサーを設置し、外部専門家や生産振興部局等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会で

は研究プロジェクトの進捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を逐次見直す

など、適正な推進体制とする。 

 

③投入される研究資源の妥当性 

 アグリバイオ研究に係る10年間（Ｈ30～Ｒ９）の総事業費はおよそ26.9億円で、令和５年度は4.4億

円を見込んでいる。このうち、「ブリ等の人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リスクに対応す

るための効果的な抗菌剤使用法の開発」は、今後５年間の総事業費が4.0億円で、令和５年度は0.8億円

を見込んでおり、研究に必要な資材や人件費等を計上している。本研究で開発する効果的な抗菌剤使用

による治療策をワクチンによる予防策と組み合わせた総合的対策により、ブリ類のレンサ球菌症による

年間の魚病被害額約25億円（令和元年実績）を低減できるものと見込んでおり、将来的に他の細菌感染

症へ応用することで、養殖業全体における魚病推定被害額約103億円（令和元年実績）のうち細菌感染

症による被害額約70億円を低減できるものと期待される。以上のことから、予算規模は適正であり、投

入される研究資源として妥当である。 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．研究制度の実施（概算要求）の適否に関する所見 

・ブリ等の養殖業の成長産業化、「みどりの食料システム戦略」のＫＰＩである人工種苗比率100％

の実現に向けて、効果的な抗菌剤使用法の開発が不可欠となっており、国が主導して計画的に推進す

る必要性が高い。 

 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・今後、輸出増加を見据えて、抗菌剤の使用の低減が世界的な潮流であることから、ワクチン研究な

どと連携しつつ、最終的なゴールとして抗菌剤使用の低減を目指すことも、この研究制度の課題に加

えていただくことを期待する。 

 

 



 [事業名]  みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち 
農林水産研究の推進のうちアグリバイオ研究 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

人工種苗 魚類養殖における種苗とは、養殖に用いる稚魚や幼魚のこと。人工種苗とは、自
然水域で採捕した天然種苗とは異なり、水槽・生け簀等の人工的に隔離された環境
下において繁殖させる、あるいは人工授精することによって生まれた種苗のこと。 

１ 

抗菌剤 細菌の増殖を抑制、または殺菌する働きのある化学療法剤のこと。水産用抗菌剤
の適切な使用を図るため、購入時に、魚類防疫員または獣医師が病魚の診察に基づ
いて交付する使用指導書の提示を必要としている。 

２ 

レンサ球菌症 細菌性疾病の一つで、ブリ類のほかクロマグロ、マダイ、ヒラメ等の主要な養殖
対象魚で発症する最も被害の大きい疾病。ブリ類のレンサ球菌症による被害額は魚
病被害額全体（約100億円）の約25%を占める。平成26年に市販ワクチンが効かない
変異株が出現し、それ以降レンサ球菌症に対する抗菌剤使用量が大幅に増加してい
る（過去6年間で約6倍増加）。 

３ 

選択圧 薬剤耐性菌が増殖しやすい環境を創り出す作用のこと。不適正な抗菌剤が使用さ
れると、耐性菌以外の細菌が減少し、耐性菌が相対的に増加することによって、耐
性菌の生存や増殖に有利な環境が生じる。 

４ 

魚類防疫員 養殖水産生物の伝染性疾病の予防・治療に関する指導等の職務に従事する公的資
格を持った者。都道府県の水産試験場等に配置され、生産者が抗菌剤を購入する際
に必要となる使用指導書を交付するほか、養殖場における防疫対策の指導・助言や
魚病情報の収集等を行う。 

５ 

展着剤 薬物や機能性資材等を散布する際に、散布対象への付着を容易にするため、媒介
的に用いられる薬剤の総称。水産分野では、抗菌剤やビタミン等の栄養剤を養殖魚
に与える場合、餌に混ぜて経口的に投与するため、固形飼料の表面への付着を促す
、あるいは粉末飼料に均一に混じりやすくするために用いられる薬剤を指す。 

６ 

 

 
 
 



 
みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち農林水産研究の推進のうちアグリバイオ研究（拡充） 

ブリ等の人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リスクに対応するための効果的な抗菌剤使用法の開発 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

ワクチンと

の総合的対

策により、薬

剤耐性菌株

の出現・増加

を抑制し、ブ

リ類のレン

サ球菌症に

よる魚病被

害額約 25 億

円を低減 
 
疾病対策の

強化により、

人工種苗の

普及・生産拡

大が着実に

進むことで、

令和 12 年ま

でにブリ養

殖における

人工種苗比

率３割を達

成 

 

・研究成果を応用し、レンサ球

菌症以外の細菌性疾病にお

ける効果的な抗菌剤使用法

を順次開発 

将来的に養殖業全体における

細菌感染症による魚病被害額

約 70億円の低減に貢献 

・開発した技術の現場での検証

および効果的な抗菌剤使用法

をマニュアル化 

・行政部局、都道府県と連携し

た普及計画の策定等 

・魚類防疫員や獣医師の研修会

等を通じて、生産者に指導・

普及 

他の魚病における数理

モデル解析情報の蓄積 

周辺の技術（研究開発） 

既存の有効性が低いワクチンの改良

および新規ワクチンの開発 

委託研究プロジェクト 

・3 種類以上の抗

菌剤で有効性

を検証 
 

環境 DNA 等から

の薬剤耐性関連遺

伝子の検出技術を

開発 

（～Ｒ９） （～Ｒ６） 

・20 株以上の薬剤耐性
菌の全ゲノム解析 

魚類病原細菌の薬剤

耐性関連遺伝子候補

を抽出 

・3 種類以上の展着剤

等について検討 
 

嗜好性等を考慮した

有効な展着剤等を選

定 

・感染試験等により数

理モデルのパラメ

ータ情報を取得 

投薬効果を評価でき

る数理モデルを構築 

【ロードマップ（事前評価段階）】 
 

展着剤等を用いた

効果的な投薬方法

を開発 

・3 種類以上の抗

菌剤で検証 
 

数理モデルにより

最適な投薬スケジ

ュールを検証 

 

 

既往成果

（知見） 

100 株以上

のブリのレ

ン サ 球 菌

(α溶血性）

について薬

剤耐性状況

をモニタリ

ング 

抗菌剤を添

加した配合

飼料におい

て有効成分

の水中への

散逸を確認 

医療分野で

は数理モデ

ルを用いた

感染シミュ

レーション

が実用化 

魚類病原細菌の

薬剤耐性獲得メ

カニズムを解明 

アウトカム   実証・産業利用（Ｒ９～）   
 

    研究開発（～Ｒ９） 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

他への応用 

 

 

 

・薬剤耐性菌株

の出現・増加

を抑制し得る

抗菌剤の選択

技術を開発 
 
 
 
・抗菌剤を効果

的に使用する

ための新規技

術を２種以上

開発 
 

最終到達目標 
（Ｒ９） 



４ アグリバイオ研究【拡充】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

国 民間団体等（※）
委託

＜事業の流れ＞

農林水産研究の推進

令和５年度予算概算要求額：440（580）百万円

＜対策のポイント＞
○人工種苗の普及・生産拡大に伴う薬剤耐性菌株の出現を抑制するため、効果的な抗菌剤使用法の開発など、水産分野における疾病対策を更に強化する取組を新たに進める。
○ 持続可能な製品や原料の生産体制の構築をするため、カイコの利用時においてこれまで廃棄されてきたサナギを利活用する技術の開発など、昆虫テクノロジーのグリーンバイオ化の
取組を新たに進める。

○ 新型コロナウイルス感染症の流行拡大から、免疫機能の維持・向上や健康に良い食への関心が高まっている中で、免疫機能等への効果が期待される日本の農産物等に関するエビデ
ンス取得及び食生活の適正化に資する技術開発を目指す。

＜政策目標＞
○薬剤耐性菌株の出現を抑制する抗菌剤の選択技術を開発するとともに、抗菌剤を効果的に使用するための新規技術を２種以上開発する。 [令和９年度まで]
○環境負荷軽減や低コスト化に資するカイコを２種類以上創出、飼料化等、サナギの利活用技術を3地域以上で実証、新しい高機能シルクを２種類以上開発する。［令和８年度
まで］

○農産物等への効果に関するエビデンス取得及び関連する食生活の適正化に資する技術を開発する。（計３点以上） [令和７年度まで]

1．人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リス
クに対応するための効果的な抗菌剤使用法の開発

2．昆虫（カイコ）テクノロジーを活用した
グリーンバイオ産業の創出プロジェクト

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究開発官（基礎・基盤、環境）室（03-3502-0536）

3．健康寿命延伸に向けた食品・食生活実現プロジェクト

資源を余すことなく効率的に活用するエコ養蚕システムを確立

脱・廃棄

CO2

桑

・飼料
・肥料
・食料

・高機能シルク
・医薬品等原料

食品副産物

サナギ シルク

DXカイコ

免疫機能等への効果が
期待される農産物等

食生活の適正化に
資する技術開発

機能性のエビデンス取得
・ 機序解明試験
・ ヒト介入試験 等

１．人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リスクに対応するための効果的
＠＠な抗菌剤使用法の開発（新規）

• 魚類病原細菌の薬剤耐性獲得メカニズムを解明し、耐性菌株の出現を抑制す
る最適な抗菌剤選択技術を開発するとともに、魚体への効果的な投薬技術の
開発や数理モデル等による最適な投薬スケジュールの解明を実施。

２．昆虫（カイコ）テクノロジーを活用したグリーンバイオ産業の創出プロジェクト
（ （継続）

• ITを活用した昆虫デザイン技術等を駆使し、サナギの利活用技術の開発と実
証、および革新的なシルクの開発等を行い、桑や食品副産物等の資源を余すこ
となく効率的に活用するエコ養蚕システムを構築。

３．健康寿命延伸に向けた食品・食生活実現プロジェクト（継続）
• ヒト介入試験等による農産物の免疫機能等に関するエビデンス取得と、自らの
食生活を適正化する技術等、健康寿命延伸に資する研究開発を促進。

このほか、継続して○課題を実施。

（水産分野における疾病対策強化プロジェクト内で実施）
ブリ類のレンサ球菌症等をモデルとして、効果的な抗菌剤
使用法を開発

※ 公設試・大学を含む。

アグリバイオ研究



① ブリ等の人工種苗の普及により顕在化する新たな疾病リスクに対応するための効果的な抗菌剤使用法の開発 【新規】

 新たな「水産基本計画」 (2022.3閣議決定) では、ブリ等における養殖業の成長産業化を着実に進めることとしており、養殖業の生産性
向上にあたり、人工種苗を活用した養殖用原魚及び天然資源への負荷が少ない餌の確保に加え、疾病対策の強化が重要となっている。

 人工種苗を活用した養殖業の増産に伴い、細菌感染症の発生件数の増加が懸念される。特に、ワクチンが未開発あるいは有効性が
低い場合には抗菌剤が使用されるため、抗菌剤使用量の増加によって薬剤耐性菌株が出現・増加し、養殖被害のさらなる拡大が生じる。

 人工種苗の普及等に伴う薬剤耐性菌株の出現を抑制し、疾病対策をさらに強化するためには、予防（ワクチン）に加えて、
治療（抗菌剤）を含めた総合的な対策が重要であることから、効果的な抗菌剤使用法の開発が求められている。

目標達成に向けた現状と課題 必要な研究内容 社会実装の進め方と
期待される効果 (KPI達成への貢献)

・ 抗菌剤使用量の増加により薬剤耐性
菌株の出現が懸念。

・ 薬剤耐性菌株の出現を抑制する抗菌剤
を処方するための情報が限定的。

・ 体系化された投薬マニュアル(薬の添加
方法、投薬間隔など)がなく、生産者の
経験や勘に基づいて抗菌剤が使用される
事例もある状況。

病魚の
診断依頼

抗菌剤
の処方 生産者

（投薬、治療）

A剤

B剤

C剤

＜養殖現場における抗菌剤使用の流れ＞ ブリ類のレンサ球菌症※等をモデルとして、
(※ブリのレンサ球菌症による被害額は魚病被害全体の約25%)

①“魚類防疫員等”が最適な抗菌剤を選択するための技術
 薬剤耐性の獲得メカニズムを解明し、環境DNA等を
用いた薬剤耐性関連遺伝子の検出技術を開発

②“生産者”が抗菌剤を効果的に使用するための技術
 抗菌剤の効果を最大化する魚体への投薬方法を開発
するとともに、最適な投薬のタイミングや間隔等を解明

・ 魚類防疫員等の研修会を通じて、耐性獲得
を抑制できる抗菌剤の処方体制を構築。
・ 効果的な抗菌剤使用法をマニュアル化し、
魚類防疫員等を通じて生産者に指導・普及。

生産者

・抗菌剤の処方
・使用法の指導

魚類
防疫員

・薬剤耐性の
情報共有

・ ワクチンとの総合的対策により、薬剤耐性
菌株の出現を抑制し、魚病被害を低減。
・ 人工種苗の普及・生産拡大が進むこと
で、2030年のブリ養殖における人工種苗
比率３割を達成 (現在１割)。

水中への散逸を
防ぐ薬剤の添加方法

食べやすい薬剤

○効果的な経口投薬法の開発

＜研究イメージ＞

○最適な投薬スケジュールの検証

数理モデルによる感染シミュレーション

魚類防疫員・獣医師
（診断、薬剤感受性試験）

研究期間：令和５年度～令和９年度
令和５年度予算概算要求額：80（－）百万円農林水産研究の推進 アグリバイオ研究 （１）水産分野における

疾病対策強化プロジェクト

獣医師

・抗菌剤の処方
・使用法の指導

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究開発官（基礎・基盤、環境）室（03-3502-0536）



研究制度評価個票（事前評価） 

研究制度名 みどりの食料システム戦略実現技

術開発・実証事業のうち農林水産

研究の推進のうち目標達成先導研

究（新規） 

担当開発官等名 研究企画課 

連携する行政部局 

研究期間 Ｒ５～Ｒ６（２年間） 

総事業費 ４億円（見込） 

研究制度の概要 

みどりの食料システム戦略の実現に向けて、実装により高いインパクトが期待されるが、実現可能性

に検証が必要な技術について、令和７年度以降の本格プロジェクト化に向けた先行研究を実施する。関

係するステークホルダーのニーズ収集、市場調査、小規模テストによるコストや安全性の確認等を踏ま

えた事業化可能性等の評価・検証等を行う。 

【公募課題の選定～本格プロジェクト化する課題の選定】 

①公募までにみどり戦略の実証に向けたKPI貢献への寄与度や技術シーズから見た実現可能性、市場

規模などの社会・経済への波及効果等を踏まえ、農林水産技術会議事務局において、公募課題を選

定。

②採択に当たっては、外部有識者等の審査により上位から課題を採択。

③採択後の進捗管理は、事業実施期間中の検証内容を設定した上で課題ごとにPO（プログラムオフィ

サー）を置いて管理。

④本格プロジェクト化の判断は、本事業の成果について、外部有識者等の評価を踏まえ判断。

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（５年度目末）の目標 最終の到達目標 

先行研究を５課題以上実施する 

２．事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（Ｒ７年度～） 

事業終了から１年間以内に本格プロジェクト化につながる成果を２課題以上創出。 

【項目別評価】 

１．農林水産業・食品産業や国民生活のニーズ等から見た研究制度の重要性 ランク：Ａ

（農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た研究制度の重要性・科学的・技術的意

義について記載） 

本制度は、みどりの食料システム戦略の実現に向けて、実装により高いインパクトが期待できる技術

について、関係するステークホルダーからのニーズ収集や市場調査等も含む先行研究を行うことにより

、実現可能性を高めた本格プロジェクト化につなげようとするものであり、重要性や科学的・技術的意

義は高い。 

２．国が関与して研究制度を推進する必要性 ランク：Ａ

（国自ら取り組む必要性、他の制度との役割分担から見た必要性、次年度に着手すべき緊急性について

記載） 

技術シーズが明確で研究計画をある程度見通せるものは、提案公募型ではなく、国が開発目標を定め

る委託プロジェクト型研究として実施することが有効。本制度は、このうち、実装により高いインパク

トが期待できる技術について、先行研究を行うことにより実現可能性を高めた本格プロジェクト化を目

指すものであり国自らが取り組む必要がある。

また、みどりの食料システム戦略の実現に資する高いインパクトが期待できる技術を効率よく創出す

るためには、本制度を早急に導入する必要がある。 

３．研究制度の目標（アウトプット目標）の妥当性 ランク：Ａ

（アウトプット目標の明確性、水準の妥当性、達成の可能性について記載）

・アウトプット目標の明確性

本制度は実装により高いインパクトが期待される一方で実現可能性に検証が必要な課題について、プ

ロジェクト化に向けた先行研究を行うこととしており、当該取組により実施される研究課題数という目



標は明確である。 

・水準の妥当性

想定される研究課題数がアウトプット目標としている５件を上回っており、実施される研究課題数の

水準は妥当である。 

・達成の可能性

技術シーズが明確で研究計画がある程度見通せるもののうちから、先行研究のテーマを選定すること

から、研究開発の実施件数は確保できる可能性は高い。 

４．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の明確性 ランク：Ａ

（アウトカム目標、研究成果の活用方法（事業化・実用化を進める仕組み等）の明確性について記載）

・アウトカム目標の明確性

本格プロジェクトの課題数を把握するため明確である。

・研究成果の活用方法の明確性

本制度は実装により社会・経済に対して高いインパクトが期待される課題について、効果を検証すも

のであることから研究成果の活用方法は明確である。 

５．研究制度の仕組みの妥当性 ランク：Ａ

（制度の対象者、進行管理（研究課題の選定手続き、評価の実施等）の仕組み、投入される研究資源の

妥当性について記載） 

・制度の対象者

本制度は課題の性質に応じて、幅広いステークホルダーが参画する研究グループを対象とすることか

ら妥当である。 

・進行管理（研究課題の選定手続き、評価の実施等）の仕組み

農林漁業者等から聴取して得た技術的課題を踏まえ、みどりＫＰＩにも資する明確な研究目標を定

め、研究課題を設定する。また、採択後の各課題については、外部有識者や関係行政部局の担当者等で

構成するアドバイザリーボードにおいて毎年度研究評価の実施を含む推進体制を確立するため、進行管

理の仕組みは妥当である。  

・投入される研究資源の妥当性

本制度において研究課題を設定して企画競争で公募する際には、研究テーマのみを提示するのでは

なく、各研究課題において、真に必要な研究内容の詳細（課題の背景、具体的な研究内容等）やこれに

係る必要経費（限度額）を明示する。また、応募が１者であっても、当該応募が目標に達し得ないと審

査された場合は、再公募を行う。採択された研究コンソーシアムの金額の妥当性についても外部有識者

等が審査し、必要があれば経費の見直しを指示する。 

【総括評価】 ランク：Ｂ

１．研究制度の実施（概算要求）の適否に関する所見 

・実現可能性について検証が必要な技術・テーマについて、本格プロジェクト化する前に、ステージ

ゲートを設けることの重要性は非常に高い。

・民間がチャレンジするにはリスクが高い研究に対して、国が支援して、先導研究を行う仕組みの重

要性は非常に高い。

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・課題採択、絞り込みの段階での基準を明確化する必要がある。

・研究課題の絞り込み段階において、評価・検証を行う組織は、研究の面だけではなく、社会・経済

的な視点から多様な評価ができる人材によって構成されることが重要である。 

・アウトカム目標を課題の件数で示しているが、今後、検証が必要と考える。

なお、ＦＳ等の研究制度については、政策評価（事前評価）のあり方についての検討が必要と考え

る。



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

５ 目標達成先導研究 【新規】
＜対策のポイント＞

実装により高いインパクトが期待される一方で実現可能性に検証が必要な課題について、プロジェクト化に向けた先行研究を支援します。
＜政策目標＞

委託プロジェクト研究のシーズとなる先行研究を行い、実現可能性を高めた研究開発を推進[令和６年度まで]

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3501-4609）

【令和５年度予算概算要求額 200（ー）百万円】

国 民間団体等※
委託＜事業の流れ＞

※ 公設試・大学を含む。

農林水産研究の推進

実装により高いインパクトが期待される一方で実現可能性に検証が必要な課題について、
プロジェクト化に向けた先行研究を支援します。（上限40百万円/件）

＜想定される先行研究＞

① 水分が高く運搬に不向きな酪農のスラリーを低水分な化学肥料代替もしくは土壌
改良資材に変換し有効利用する技術

② 精密生育診断に基づく株単位のピンポイント施肥機により、キャベツ、レタス等の
露地野菜栽培における化学肥料を20％以上削減する施肥マネジメント技術

③ 硝化特性を有する微生物を活用した有機養液栽培や、人工土壌栽培技術等によ
る化学肥料使用量を90％以上削減できる技術

④ ICTを活用した温湿度、光、CO2等の局所環境制御により、化石燃料30%以上削減
を達成する低エミッション栽培技術

⑤ 各地で発生している「シャインマスカット」の生産性低下をもたらす開花異常の発
生実態及び発生要因の調査

⑥ 人手による繊細な作業が必要な水産加工の自動化により労働生産性を30％以上
向上させる技術

⑦ 水産育種の効率化・低コスト化に資する養殖魚の高速フェノタイピング技術

本格研究へ
（令和７年度以降委託プロ等の企画・立案に活用）

＜研究開発の流れ＞

シーズ
ニーズ

実用化
研究 社会実証 インパクト

実用化研究までに実現可能性の検証が必要

市場調査、ニーズ収集
小規模テスト
研究条件設定のための基礎研究 等

本格研究前の先行研究（２年間まで）×５課題程度

目標達成先導研究の
タッチポイント

目標達成先導研究



研究制度評価個票（事前評価） 

研究制度名 みどりの食料システム戦略実現技

術開発・実証事業のうち農林水産

研究の推進のうちみどりの食料シ

ステム戦略実現のためのアウトリ

ーチ活動の展開（新規）

担当開発官等名 研究企画課 

連携する行政部局 消費・安全局食品安全政策課 

研究開発官室（基礎） 

研究期間 Ｒ５～Ｒ９（５年間） 

総事業費 ２億円（見込） 

研究制度の概要 

 農林水産省では、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現させるため

に中長期的な観点から戦略的に取り組む方針として「みどりの食料システム戦略」を令和３年５月に策

定し、本戦略に基づく施策を進めることとしている。  

本戦略では、2050年に達成するKPIを設定し、2040年までに労力軽減・生産性向上、地域資源の最大

活用、脱炭素化、化学農薬・化学肥料の使用量低減、生物多様性の保全・再生の関係から、革新的な技

術・生産体系を順次開発することとし、みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業やムーンシ

ョット型研究開発等により研究開発を進めているところである。一方、みどりの食料システム戦略は、

これまでの取組の延長では達成できないことから、研究開発サイドが生産、実需者サイドと連携すると

ともに、食料等消費の受け手である消費者サイドに対しても、解決すべき課題の技術的な困難性やそれ

を克服する技術的アプローチ、開発状況等を適時適切に共有することにより、みどりの食料システム戦

略実現の予見性を高め、革新的な技術・生産体系への国民の理解を得ながら、開発技術の速やかな社会

実装を進める必要がある。このため、みどりの食料システム戦略においても、パブリックコメントを踏

まえ、「革新的な技術・生産体系の実用化に際しては、食や環境への安全の確保はもとより、科学的な

知見に基づく合意が形成されることが重要であることから、国民への情報発信、双方向のコミュニケー

ションを丁寧に行うなど不断の取組を進める」旨が明記されている。

これらを踏まえ、本事業では、みどりの食料システム戦略の実現に不可欠な先端技術の社会実装に向

けて、専門家と国民・関係業界とのサイエンスコミュニケーション（※１）等を実施するとともに、国

民向けに先端技術情報をわかりやすく伝えるＷＥＢサイトやデジタルコンテンツ等を構築・作成し、広

く国民に対し継続的に情報発信することにより、国民理解を促進する。 

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（５年度目末）の目標 最終の到達目標 

消費者団体、販売・流通企業等へのセミナーやＺ

世代（※２）の学生への出前授業等のアウトリーチ

活動（※３）を５年間で200回以上開催する。また、

参加者数は５年間で6,000人以上を対象とする。 

２．事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（Ｒ９年） 

本事業で実施する意識調査の回答において、温室効果ガス削減技術や化学農薬・化学肥料使用量低減

技術、有機農業拡大技術等の先端技術への理解度を80％以上とする（本事業によるアウトリーチ活動後

に、参加者の先端技術に関する理解の程度をアンケートにより測定する。）。 

【項目別評価】 

１．農林水産業・食品産業や国民生活のニーズ等から見た研究制度の重要性 ランク：Ａ

みどりの食料システム戦略は、将来にわたって持続可能な食料システムを構築するものである。本戦

略の達成にはイノベーションの実現が必要で、例えば、ヒトや環境に対するリスクがより低い農薬の利

用、最新の育種技術の活用、汚泥等未利用資源を含む資源の循環利用、生物の代謝制御等の革新的な先

端技術の活用が必要となることが見込まれるが、国民の理解が不可欠であり、特に食料を供給する産業

である食品・農林水産分野においては丁寧な対応が求められ、本事業の重要性は高い。 

また、これらの先端技術については、国内外で研究開発が進んでおり、我が国が科学的・技術的な優

位性を築くことは、研究開発分野及び農林水産業における国際競争力の確保に不可欠である。本制度で

は、これら研究成果の社会実装を円滑に進めるためのものであり、重要性は高い。 



２．国が関与して研究制度を推進する必要性 ランク：Ａ

みどりの食料システム戦略は、調達、生産、加工・流通、消費のサプライチェーン全体での取組を政

府として強力に進めることとしており、国においてKPIの達成状況を踏まえ、研究開発や社会実装の促

進を図る必要がある。特に、みどりの食料システム戦略は食料供給に係る戦略であるが、食における先

端技術の活用については国民は慎重になる傾向があり、科学的な知見を基に技術を理解し判断できる環

境整備について、国が中立的な立場から主導的な役割を果たす必要がある。 

また、令和４年７月に「みどりの食料システム法※」が施行され、国は技術開発・普及、食料システ

ムへの理解の促進等を図る責務があることから、令和５年度事業として実施すべき緊急性がある。

（※環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律）

なお、本事業は、みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業において研究開発を実施するの

と同時に、成果の社会実装が効果的に行える環境整備に取り組むものであり、研究との連携・分担が図

られている。 

３．研究制度の目標（アウトプット目標）の妥当性 ランク：Ａ

アウトプット目標は、農林水産省の過去の事業において実施した出前授業等の開催実績（令和２年～

３年）や関係機関からのヒアリングを参考に定量的に算出した。また、毎年度継続的に全国で活動を展

開することが可能となるものであり、妥当である。 

なお、出前授業等の開催については、日頃から受入れ先の開拓を行うとともに、地方農政局や関連団

体等との連携により達成可能と考えている。 

４．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の明確性 ランク：Ａ

本事業で実施する意識調査において、先端技術への理解度を80％以上とすることを目標としており、

定量的で明確である。また、本事業では、みどりの食料システム戦略実現に不可欠な温室効果ガス削減

技術や化学農薬・化学肥料使用量低減技術、有機農業拡大技術等の先端技術を活用した農林水産物・食

品が実用化されることを見据え、国民理解の促進に取り組むものであり、サイエンスコミュニケーショ

ンを通じた国民理解の状況や消費者ニーズ等を実需者や研究サイドと共有し、両者の橋渡しを行うこと

で、これら先端技術を用いて作られた農林水産物・食品の社会実装に資するものである。 

５．研究制度の仕組みの妥当性 ランク：Ａ

本事業の主な対象者としては、消費者団体や販売・流通企業等の実需者等を想定しており、サイエン

スコミュニケーション等の対象に応じ、その内容や実施方法等を設定して効果的に実施する。特に、波

及効果が高いと思われる農学や食物学系の大学生や高校生等の学生に対しては重点的に活動を行うとと

もに、先端技術を用いて作られた農林水産物や食品の実用化に向け、食品製造業に対する先端技術の勉

強会等を開催する。 

 また、実施主体の公募については、アウトリーチ活動に対する専門的な知識や分析能力を有する多様

な主体が応募できるように公募を行うとともに、採択に当たっては、複数の外部有識者による審査委員

会を設け、公平・公正に審査を行う。さらに、事業の実施に当たっては、外部有識者で構成するアドバ

イザリーボードを設置し、アウトリーチ活動で提供する情報や意識調査の内容・分析等に対して助言を

受け、効果的な活動となるようにするとともに、出前授業等の活動の実施ごとに受託業者からその概要

の報告を受け、進捗管理を行う。最終的には、事業実績報告として報告を受け、一年間の取組を総括・

評価する。 

 概算要求額としては、44百万円×５年間を要望している。専門家による国民・関係業界へのアウトリ

ーチ活動の開催に約22百万円、国民向けＷＥＢサイト等の構築・作成、情報発信等に22百万円を見込ん

でおり、これらは、農林水産省の過去の事業実績や関係機関からのヒアリングをもとに積算したもので

ある。 

以上のことから、本事業の実施の仕組みは妥当と考えている。 

【総括評価】 ランク：Ａ

１．研究制度の実施（概算要求）の適否に関する所見 

・「みどりの食料システム戦略」の実現のために社会実装することが不可欠な先端技術について、国

主導で、サイエンスコミュニケーションにより、技術の必要性・有効性・安全性を分かりやすく普及

する活動は非常に重要である。



２．今後検討を要する事項に関する所見 

・アウトリーチ活動を効果的・効率的に推進するために、ターゲットと手法のマッチングについて、

深掘り・精査等の工夫をすることを期待する。 

・理解度の測定については、知識の集積・取得の面だけではなく、それがもたらす行動変容や、社会

的・経済的波及効果を示す工夫を期待する。 



[事業名] みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち農林水産研究の推進の
うちみどりの食料システム戦略実現のためのアウトリーチ活動の展開 

用  語 用 語 の 意 味 
※ 
番号 

サイエンスコ
ミュニケーシ
ョン

科学の面白さや科学技術を巡る課題を人々へ伝え、ともに考え、意識を高めるこ
とを目指した活動。 

 １ 

Ｚ世代 
一般的に1996年～2010年頃にかけて誕生した人たちとされ、2022年現在で12歳～2

6歳（明確な定義はなく、この区切りには諸説あり）。SNSが生活に密着しており、
情報収集やコミュニケーションに当然のようにSNSを使用していること等が特徴。 

 ２ 

アウトリーチ
活動

英語で「手を伸ばすこと」を意味し、本事業では、国民の研究活動・科学技術へ
の興味や関心を高め、かつ国民との双方向的な対話を通じて国民のニーズを研究者
に共有するため、研究者等の専門家から国民一般に対して行う双方向的なコミュニ
ケーション活動のこと。

 ３ 



８ みどりの食料システム戦略実現のためのアウトリーチ活動の展開 【新規】

＜対策のポイント＞
「みどりの食料システム戦略」の実現に不可欠なGHG削減技術や化学農薬・肥料使用量低減技術、有機農業拡大技術等の先端技術の社会実装に向けて、

専門家と国民・関係業界とのサイエンスコミュニケーションや消費者とのオープンラボ交流会を実施するとともに、国民向けに先端技術情報をわかりやすく伝える
WEBサイトやデジタルコンテンツ等を構築・作成し、広く国民に情報発信します。
＜政策目標＞
先端技術に対する国民理解の向上。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１. 専門家による国民・関係業界へのアウトリーチ活動の展開
○ 先端技術に対する国民や関係業界の理解の促進や不安等に応
えるため、研究者等の専門家から消費者団体や販売・流通企業、
Ｚ世代の学生等に対して、先端技術をわかりやすい言葉で丁寧に
情報提供し意見交換を行う、双方向のサイエンスコミュニケーション
を実施します。

○ 消費者とのオープンラボ交流会を行い、先端技術の実用化や新
品種の商品化等に向けた意見を収集し情報発信します。

２. 国民向けWEBサイト等の構築・作成、情報発信等
○ 国民に先端技術情報をわかりやすく伝えるWEBサイトの構築や、
Ｚ世代をターゲットとしたオンライン講座で活用できる先端技術の解
説動画等の効果的なデジタルコンテンツを作成し情報発信します。

○ 先端技術を用いた農林水産物・食品の市場性等を調査・分析し
ます。

＜事業の流れ＞

国 民間団体等※
委託

農林水産研究の推進 【令和５年度予算概算要求額 44（－）百万円】

［お問合せ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3502-7408）

専門家

専門家による国民・関係業界へのアウトリーチ活動の展開

研究者による
先端技術や研究施設
の紹介

意見収集

科学ライター等による研究
開発事例解説資料の作成

農林水産物・食品の
市場性等の調査・分析

国民向けWEBサイト等の構築・作成、
情報発信等

国民向け先端技術情報専門WEBサイトの
構築、解説動画・リーフレットの作成

消費者団体・販売流通企業等（セミナー）
Ｚ世代の学生（出前授業）
食品製造加工業者（勉強会）等

サイエンスコミュニケーション オープンラボ交流会

情報発信

情報発信

・ ゲノム編集技術
・ 生物農薬防除技術

・ 牛メタン発生抑制技術 等

情報発信

※ 公設試・大学を含む。
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